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１．公募概要
（１）本資料の位置づけ
埼玉りそな銀行と地域デザインラボさいたまは、２０２３年秋のオープンを目指して、築１００年以上の国の登録有形文化財である埼玉りそな銀行旧川越支店を生かした地域振興拠点の整備を実施するにあたり、「登録有形文化財（埼玉りそな銀行旧川越支店）利活用事業（以下、本事業）」における利活用案ならびに施設運営管理協働事業者を募集いたします。本事業への参加を希望される事業者は、募集要項をご確認いただき、応募申込とともに本事業の提案をお願いいたします。
※「地域デザインラボさいたま（以下、ラボたま）」について
ラボたまは２０２１年１０月に設立した埼玉りそな銀行の１００％子会社です。ラボたまの設立目的は、銀行の枠組みを超えた領域にまで踏み込んで、お客さまや地域に「広く・深く・長く」伴走支援することで、地域のこまりごと解決や持続可能な地域社会の実現をサポートすることです。本事業においても、文化財を活用した地域振興に取り組む観点より、ラボたまもプロジェクトに参画しております。

（２）本事業の目的
　　　　本事業の主な目的は、持続可能なまちづくりの実現に向けて、文化財の有効活用により産業・観光振興や街の賑わい創出、豊かな暮らしの実現を図っていくことです。
本事業では、文化財をこれまでの「銀行と地域の関わりを象徴する地域経済拠点」や「観光都市川越のビジュアル的なシンボル」としての価値に加え、埼玉や川越のブランドを創り地域経済を牽引する拠点へと、価値を高めていくことを目指しています。つまり、産業振興を起点に、観光や日常の賑わい形成など、持続可能な地域づくりに貢献し、市制１００周年を迎える川越において、「次の川越を創っていく」拠点としていくことを目指しています。

事業目的を達成させるために建物が備えるべき機能等については、後記の「３．活用に係る条件」をご覧ください。
（３）対象物件
　　　文化財・旧川越支店を含む土地建物（以下、本施設）
　　　  所在地　　　　　：埼玉県川越市幸町４－１　他
　　  　敷地面積　　　　：３１６３．７６㎡
　　　  既存建物延床面積：１７１４．４１㎡
　　　　所有者　　　　　：埼玉りそな銀行
　　　本施設の沿革
	時期
	内容

	１８７８年
	第八十五国立銀行本店として開業

	１８９８年
	第八十五銀行本店となる

	１９１８年
	新築移転に伴い、現在の建物が建築される

	１９９６年
	国の登録有形文化財として、埼玉県で第１号登録を受ける

	２０２０年
	銀行の支店としての営業終了。
以後、蔵の街出張所（店舗外ＡＴＭ）として稼働中


（４）契約形態
　　　　本施設の所有者である埼玉りそな銀行は、本件公募対象となる施設運営管理協働事業者との間で業務委託契約を締結し、本施設の運営・管理を一部委託します。
（５）施設運営管理協働事業者の業務
　　　　本施設の有効活用により産業・観光振興や街の賑わい創出、豊かな暮らしの実現を図っていくため、施設運営管理協働事業者は、主に以下事項を中心に本施設を拠点とした事業及び本施設の運営・管理を埼玉りそな銀行と協働で実施します。
　　　・利活用企画・リーシング業務
　　　・賃貸借契約等事務管理業務
　　　・駐車場運営業務
　　　・イベント企画・運営補助業務
　　
　　　詳細は、後記の「５．契約に係る条件」をご覧ください。
（６）選考方法
　　　　公募型プロポーザル方式による提案選考を実施します。応募内容を踏まえて採点を行い、上位３社程度に選定のうえヒアリングを実施し、１社を決定する予定です。
　　　詳細は、後記の「７．公募・選考に関するスケジュール」をご覧ください。
（７）その他
　　　・本件の公募対象企業・団体は、「施設運営管理協働事業者」と呼称します。
　　　・施設運営管理協働事業者または埼玉りそな銀行がリーシングを行い、建物に入居する企業・団体・個人を「出店事業者」と呼称します。
　　　・施設運営管理協働事業者が出店事業者を兼ねる形態も可能です。
２．施設のコンセプト・目指す姿
（１）埼玉りそな銀行の基本的考え
　　　　地域資源となっている文化財を保有する地域金融機関の責務として、建物老朽化に対応した維持・修繕や耐震補強を実施するとともに、地域と価値を共創する拠点としての利活用を目指します。
（２）文化財の利活用に関するコンセプト・目指す姿
本文化財を産業の育成・発展の場とし、それを起点に観光や暮らしにも波及して次の川越を創っていきます。　　　
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３．活用に係る条件
（１）館長の役割
埼玉りそな銀行は、本施設の運営にあたり専任の館長を１名配置する予定です。館長の主な役割は、以下のとおりです。
①産業・観光振興や街の賑わい創出、豊かな暮らしの実現を図っていくために、コンセプトに基づく本施設の運営方針策定を行うこと。
②運営方針に沿った場づくりと、イベントの企画・実施を行うこと。特に、産業の育成・発展の場づくりの主たる担い手として、起業家等に対する各種機能提供やコンサルティング機能を発揮すること。
③埼玉りそな銀行における代表者として、施設運営管理協働事業者とともに、出店事業者、地元関係者等のステークホルダーとの調整を行うこと。
（２）運営責任者の選定
施設運営管理協働事業者は本事業の内容を理解する運営責任者を１名選定してください。運営責任者の主な役割は、以下のとおりです。
　　　①館長と密にコミュニケーションを取り、館長の各種役割を主体的に支援すること
　　　②５．（３）記載の業務の主たる担い手となること
　　　③埼玉りそな銀行との間で行う定例協議（月１回程度を想定）に出席し、本施設の運営状況、課題、収支、対応策等について報告を行うこと。また、年１回年次報告書を作成すること。
　　　
　　　　なお、運営責任者については、本施設へ常駐する必要はありませんが、本事業の運営状況等について適切に把握したうえで①～③の役割を全うするため、定期的な現地確認等を実施することを要請します。
（３）空間構成
　　　①スペース活用方針
　　スペース活用方針としては、「ビジネス創出×豊かな暮らし創出」が実現する事業展開を考えております。その例として、以下のような拠点を複合化し展開することで、事業の持続可能性（収益性）と地域への価値提供（公共性）の両面を実現することを目指しています。
ア）創業ベンチャー支援拠点

地域企業や起業家等のコワーキングスペース・シェアオフィス、商談会・展示会、テストマーケティング、チャレンジショップの場として活用することで、オープンイノベーションや起業家育成を促進します。また、大手企業とベンチャーとの交流や、企業と自治体のマッチング、ビジネスコンテスト開催による起業家の発掘・育成などを通じて、新しい産業や雇用を創出し、産業の街川越の復興や、埼玉県経済の活性化を目指します。
イ）川越・埼玉のブランディング拠点

埼玉や川越の魅力、地域物産品、文化芸術、地域活動などのブランド発信の場やＰＲの場とし、地域ブランドの活性化と事業者による企業活動の支援を目指します。
ウ）暮らしを豊かにする拠点

日常の豊かさを実現できる新たなライフスタイルを提供するスポットをつくり、学生やファミリー層などの住民が集い楽しめる豊かな生活拠点を目指します。なお、地域における金融インフラ機能の提供を目的として、施設内または屋外書庫にＡＴＭ２台を設置する方針です。
②施設活用策に関する一例
　　以下に示す内容は、施設活用策の一案となりますが、提案書作成にあたってご参考ください。
	優先度
	項目
	運営主体
	埼玉りそな銀行
と運営主体の契約関係
	施設運営管理協働事業者の役割

	高
	全体企画・管理
	埼玉りそな銀行(業務委託)
	業務委託契約
	全体企画・管理

	高
	チャレンジショップ
(全体の場の管理)
	埼玉りそな銀行
	－
	契約管理、賃料等収受

	高
	コワーキングスペース
シェアオフィス（※１）
	埼玉りそな銀行
(業務委託)
	業務委託契約
	リーシング
契約管理、賃料等収受

	中
	小売・物販
飲食(カフェ等)（※２）
	出店事業者
	建物賃貸借契約
	リーシング
契約管理、賃料等収受

	低～中
	企業・地域団体の
事務所等
	出店事業者
	建物賃貸借契約
	リーシング
契約管理、賃料等収受

	低～中
	多目的室
	埼玉りそな銀行
	－
	イベント企画・補助

	高
	ＡＴＭ（２台）
	埼玉りそな銀行
	－
	－

	高
	駐車場イベント
	埼玉りそな銀行
	－
	イベント企画・補助
各出店事業者との連携
駐車場管理


※１：埼玉りそな銀行が、自主運営する場合もあります。その場合は提案に記載ください。
※２：テナント部分の内装工事については、業務委託契約の場合は、埼玉りそな銀行による負担を想定しています。
（４）開業日及び開業時間
①開業日：ご提案ください。原則として年中無休での運営を希望しますが、最終的な決定は、選考された施設運営管理協働事業者と埼玉りそな銀行が協議の上で決定するものとします。
②開業時間：ご提案ください。最終的な決定は、選考された施設運営管理協働事業者と埼玉りそな銀行が協議の上で決定するものとします。
　　
（５）地域におけるイベント等への協力
例年１０月には川越氷川祭りが開催されますが、駐車場を含む本施設は地域の方々へ無償貸与する場合があるほか、その前後での運営方法などに関する協議を地域団体と実施する可能性があり、原則、その対応に協力することとします。
　　　　その他の地域イベントにおける対応についても同様とします。
（６）りそなグループで実施するイベント・企画等への協力
　　　　施設運営管理協働事業者が企画するイベント・企画とは別に、埼玉りそな銀行にて企画・実施するイベントの運営補助、りそなグループや取引企業による視察受入、広報活動等に対して可能な限り協力することとします。また、災害時の対応や感染症対策、環境やＳＤＧｓへの取組、地域貢献活動など、りそなグループ全体として取り組む事項に協力することとします。
４．建物に係る条件・制約
（１）建物における内装仕様等
本事業にあたっては、登録有形文化財である「埼玉りそな銀行旧川越支店」の歴史的な意匠を継承しながらその施設を利活用して、新たな創業、新たな交流施設として再生させることを目指しています。意匠は１９１８年の創建当時のオリジナルデザインを継承し、その建物が持つ歴史性や意匠性を継承した景観や内装を目標にしています。
そのため、事業者利活用部分や出店事業者利活用部分の内装については、原則以下の方針を遵守することとします。
・オリジナルに即した床、壁、天井を基本としてください。
・特に、外周部の内壁と天井については、埼玉りそな銀行にて内装を実施しますが、その意匠をベースに調和を取りながら、出店する事業空間を設えてください。
本計画では、建築主工事にて以下の仕様を見込んでいます。
①専用部
ア）建築
床：簡易二重床＋ビニル床シート
壁：石膏ボード＋ＥＰ塗装、木巾木ＣＬ
天井：アーチ形天井スラブ現し、一部石膏ボード+ＥＰ塗装
その他：専用部入口スチール製建具、外装窓廻り窓台・額縁
　　　　　専用区画内の階段（表示の位置に設置可能）
床スラブ荷重設定：２９００Ｎ／㎡
イ）電気設備　
　　　　　　幹線設備、動力電灯設備、コンセント設備、一般照明設備：大部屋仕様
　　　　　　電話設備、情報用配管設備：専用区画までのルート確保
　　　　　　入居ＢＧＭ設備（有線放送）：共用区画から専用区画入口までのルート確保
　　　　　　テレビ共用設備：地上波デジタル、ＢＳ、ＣＳ１１０度アンテナ
　　　　　　　　　　　　　　受信アンテナから各階ＥＰＳ内分配器までの配線及び専用区画まで
のルート確保
　　　　　　防犯設備（入退室管理、機械警備、ＩＴＶ設備）：配管敷設のみ
　　　　　　防災設備：法令に基づく設備の設置（大部屋仕様）、
ガス漏れ検知（専用区画指定位置までの配管・配線）
ウ）機械設備
　　　　　　空調設備：標準的（事務室程度）な空調機設備、ダクト設備、
配管設備の設置（大部屋仕様）
換気設備：標準的（事務室程度）な換気設備、ダクト設備、
配管設備の設置（大部屋仕様）
　　　　　　自動制御設備：空調、換気に関する計装工事(リモコン、スイッチなど)一式
　　　　　　厨房換気設備：標準的（大部屋、軽飲食程度）な換気設備、ダクト設備の設置
　　　　　　給水設備：専用区画内（突出し）までの配管バルブ止め
排水設備：専用区画貫通後の配管立上げ及びプラグ止め
通気設備：専用区画内（突出し）までの配管キャップ止め
ガス設備：専用区画貫通後の配管プラグ止め
衛生器具設備、給湯設備：なし
　　　　　　防災設備：法令に基づく設備の設置（大部屋仕様）、
②共用部
ア）建築
床：簡易二重床+ビニル床シート
壁：石膏ボード＋ＥＰ塗装、木巾木ＣＬ・ソフト巾木
天井：岩綿吸音板
イ）電気設備　
　　　　　　幹線設備、動力電灯設備、コンセント設備、一般照明設備
　　　　　　電話設備、情報用配管設備
　　　　　　入居ＢＧＭ設備（有線放送）、テレビ共用設備
　　　　　　防犯設備（配管敷設のみ）
　　　　　　防災設備：法令に基づく設備の設置
ウ）機械設備
　　　　　　空調設備、換気設備、自動制御設備
　　　　　　給排水衛生設備
　　　　　　防災設備（法令に基づく設備の設置）

エ）昇降機設備
　　　　　　乗用１１人乗り（車いす対応）、９０ｍ／ｍｉｎ
（２）「川越市川越伝統的建造物建築群保存地区」内に立地することによる制約
　　　　旧川越支店は、重要伝統的建造物群保存地区内に立地しますが、施設管理やイベント実施等にあたっては各関係法令等を遵守してください。また、出店事業者等が各関連法令等を遵守していない場合には、該当の出店事業者に対して適切に指導を行うほか、適宜埼玉りそな銀行に対する報告をお願いします。店舗前の暖簾等他サインについては、川越市および町並み委員会と協議が必要です。
（３）登録有形文化財の取り扱いに関する留意点
　　　　登録有形文化財の内外の意匠を尊重することを原則として、店舗内装デザインは、華美な装飾を避けて、文化財と調和するデザインを採用してください。また、内外装のデザイン・サイン計画については、埼玉りそな銀行に事前に提出し、その許可を得ることとします。
また、文化財保存の重要性から、器物破損、出火、漏水等のリスクを未然に防ぐために、埼玉りそな銀行と管理運営方針に関する協議を実施することとします。
本建物は国の登録有形文化財に指定されている部分があり、登録部分を含め、本建物の外観（壁、屋上）部分の現状を変更することは禁止します。何らかの原因で破損・損傷させた場合は、速やかに埼玉りそな銀行に連絡をお願いします。
（４）その他法令上の制約
　　　施設運営管理協働事業者は、本事業の実施に際し、各関係法令等を遵守してください。主な法令等は、次のとおりですが、施設運営管理協働事業者の提案内容により遵守する法令等がほかにある場合は、その法令も含まれます。
	（ 1）消防法（昭和23年法律第186号）
（ 2）道路法（昭和27年法律第180号）
（ 3）水道法（昭和32年法律第177号）
（ 4）下水道法（昭和33年法律第79号）
（ 5）警備業法（昭和47年法律第117号）
（ 6）建設業法（昭和24年法律第100号）
（ 7）駐車場法（昭和32年法律第106号）
（ 8）社会教育法（昭和24年法律第207号）
（ 9）学校教育法（昭和22年法律第26号）
（10）学校保健安全法（昭和33年法律第56号）
（11）電気事業法（昭和39年法律第170号）
（12）労働安全衛生法（昭和47年法律第57号）
（13）労働基準法（昭和22年法律第49号）
（14）地方自治法（昭和22年法律第67号）
（15）都市計画法（昭和43年法律第100号）
（16）道路交通法（昭和35年法律第105号）
（17）文化財保護法（昭和25年法律第214号）
（18）高圧ガス保安法（昭和26年法律第204号）
（19）ガス事業法（昭和29年法律第51号）
（20）騒音規制法（昭和43年法律第98号）
（21）悪臭防止法（昭和46年法律第91号）
（22）振動規制法（昭和51年法律第64号）
（23）水質汚濁防止法（昭和45年法律第138号）
	（24）食品衛生法（昭和22年法律第233号）
（25）大気汚染防止法（昭和43年法律第97号）
（26）宅地造成等規制法（昭和36年法律第191号）
（27）地球温暖化対策の推進に関する法律
（平成10年法律第117号）
（28）エネルギーの使用の合理化に関する法律
（昭和54年法律第49号）
（29）廃棄物の処理及び清掃に関する法律
（昭和45年法律第137号）
（30）建築物における衛生的環境の確保に関する法律
（昭和54年法律第20号）
（31）建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律
（平成12年法律第104号）
（32）高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律
（平成18年法律第91号）
（33）個人情報の保護に関する法律（平成15年法律第57号）
（34）建築基準法（昭和25年法律第201号）
（35）旅館業法（昭和23年法律第138号）
（36）地域経済牽引事業の促進による地域の成長発展の基盤強
化に関する法律（平成19年法律第40号）
（37）その他、本事業に関する関連法令等


５．契約に係る条件
（１）契約方法
　　　　本施設の所有者である埼玉りそな銀行は、施設運営管理協働事業者との間で業務委託契約を締結し、施設の運営・管理を契約の範囲で一部委託します。
（２）契約期間
　　　　契約期間は５年間とし、更新にあたっては再契約を行うものとします。なお、契約期間中においても、一方の申し出に応じて、１年毎に各種契約条件等に関する見直しを実施することができるものとします。
（３）委託業務の内容
　　　①利活用企画・リーシング業務
　　　　　施設コンセプトに合致する出店事業者の探索、条件交渉等を想定しています。なお、埼玉りそな銀行が主体となって探索した出店事業者との条件交渉を含みます。
　　　②賃貸借契約等事務管理業務
　　　　　事業者との契約・更新に伴う手続全般、入居・退去に関する業務全般、出店事業者からの賃料・敷金・保証金の徴収業務等を想定しています。
　　　③駐車場運営業務
　　　　　本施設内の駐車場に関する運営業務全般を想定しており、設備機器の設置・保守・点検、アスファルト舗装等の整備、料金の回収などを想定しています。
　　　④イベント企画・運営補助業務
　施設やエリア全体の魅力を高め、地域の賑わい創出に資すると考える事業・イベントの企画、りそなグループや地域団体が実施するイベントの運営補助、りそなグループを含む関係者との協議等を想定しています。イベントの規模や頻度は埼玉りそな銀行との協議によりますが、１～２ヶ月に１度程度（年間１０回程度）を想定しています。
　　　　なお、清掃等の建物管理業務についても、埼玉りそな銀行からの外部委託を検討しておりますが、委託が可能である場合には、その旨を提案書内にご記載ください。
（４）管理委託報酬
管理報酬については月極固定報酬または、本施設における事業収入の一定割合、またはその両方の組合せとします。報酬水準については、提案書内に税抜額でご記載ください。
（５）契約保証金等
　　　　契約保証金等はありません。
（６）リーシング後の小売・飲食事業者等との契約形態等
小売・飲食事業者等の出店事業者との個別契約は、埼玉りそな銀行と出店事業者間で直接行いますが、契約形態として、「①埼玉りそな銀行からの業務委託契約」「②建物賃貸借契約を締結後、事業者が事業実施」のいずれかを想定しています。
想定する出店事業者、契約形態、委託費・賃料水準、Ｃ工事負担者・金額等を可能な限り提案書内にご記載ください。
（７）リスク負担・費用負担
　　　・前記（３）における①～④の各業務において発生する費用は、原則として、施設運営管理協働事業者が負担します。ただし、前記（３）におけるイベント実施費用の負担は、原則としてイベントの主催者が負担とします。
・共有部に関する水道光熱費用、修繕費用、固定資産税については、埼玉りそな銀行が負担します。
・各種備品については、施設管理上必要な物品の購入については、原則として施設運営管理協働事業者負担としますが、費用が多額である備品購入に関する費用負担については、埼玉りそな銀行に対して協議を要請することができるものとします。
　
（８）その他
　　　・運営業務について、その一部の外部委託を検討する場合には、予め埼玉りそな銀行と協議を要するものとし、対応については埼玉りそな銀行の意向に従うものとします。
　　　・施設運営管理協働事業者のリーシング業務の結果、探索した出店事業者との契約については、埼玉りそな銀行と当該出店事業者間で直接実施します（契約事務については施設運営管理協働事業者に委託します）。
６．企画提案書の記載内容
　前記１～５までの内容を踏まえ、提案資料に記載するべきポイントは以下のとおりです。提案書については、Ａ４判３枚以内で作成ください（文字は原則１０．５ポイント）。

創業支援拠点、ブランディング支援拠点、豊かな暮らし創り拠点としてのコンテンツ構成を記載し、各コンテンツの運営方針（事業主体、契約形態、投資・リスク負担）及び実施内容（コンセプト、セールスポイント、必要投資額、運営体制、人員、地域連携等）、施設運営管理協働事業者が果たす役割、契約形態、コストについて記載してください。
なお、登録有形文化財以外の増築部分・外構の仕様等について、「４．建物に係る条件・制約」や別紙図面資料に記載の内容と異なる内容での提案を希望する場合には、その旨を明記の上で資料を作成してください。
（１）空間構成
本事業の目的等を考慮したうえで、建物に含めたい機能とその配置について資料に記載してください。各階の事業については、資料案をベースとしますが、必要な要素（ビジネス×暮らし）が含まれていれば、ゾーニング等については創意工夫に基づく任意の提案が可能です。飲食や物販事業、その他各機能の運用については、「埼玉りそな銀行からの業務委託契約」「建物賃貸借契約を締結後、事業者が事業実施」のいずれかを想定しています。想定する事業者については、施設運営管理協働事業者自身が実施する場合には、その旨をご記載ください。
　　　　
＜想定する機能の概要＞
	機能
	運営主体
(銀行・事業者)
	埼玉りそな銀行との契約
(業務委託・建物賃貸借)
	Ｃ工事負担者
（銀行・事業者）
	契約期間
	賃料・料率等
	想定する事業者名
（運営主体が事業者の場合）

	（例）カフェ
	（例）事業者
	（例）建物賃貸借
	（例）事業者
	（例）●年
	（例）坪●千円
	（例）りそな商事

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	


（２）管理委託報酬
管理報酬について、希望する報酬体系（月極、成果連動、月極・成果連動の組み合わせ）等を記載の上、金額・料率等をご記載ください。なお、最終的な契約金額等については、選考結果を踏まえて１社に決定後、詳細な委託内容等に関する協議結果を踏まえて決定するものとします。
（３）運営に当たっての組織・体制
営業時間をはじめ営業開始前から終了後までの従業員の配置計画や業務内容、さらに従業員研修やクレーム対応など、それらの考え方と対応方法等を記載してください。また、建物の維持、文化財価値の向上に資する施策や方針など、運営において工夫したい点等があれば記載してください。
　　　　
（４）地域社会への貢献と、想定するイベント等
施設やエリア全体の魅力を高め、地域の賑わい創出に資すると考える事業・イベント等について検討している内容があれば、記載してください。また、以下事項等について特記事項があれば追記ください。なお、原則としては、各種イベントの費用負担については、主催者（埼玉りそな銀行等）となることを想定しています。
①地域（行政）、周辺事業者、農家等との連携策

②屋外イベントの在り方や実施内容

③地域社会への貢献策

④ＳＤＧｓ取組み推進の観点からの工夫（１７項目のいずれに該当するかを明記してください）
（５）収支計画
　　　　年間収支計画は、運営開始１年以降の１年間（運営２年目の１年間）を基準とします。上記（１）で提案いただく契約形態に沿った、施設全体での銀行側の収支を記載してください（収入項目には運営委託による共同事業収入や賃料収入等を、支出項目には施設運営管理委託費用等を計上してください）。また、水道光熱費は実費、支出金額は税込金額とし、備考欄には算出根拠を記載してください。
（単位：千円）　
	項目
	金額（税込）
	構成比
	備　　考

	収　入
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	収入合計
	
	
	

	支　出
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	支出合計
	
	
	

	差引損益
	
	
	


※支出項目は、必要に応じて追加して下さい。
７．公募・選考に関するスケジュール
（１）スケジュール
　　　２０２２年６月１３日　　 　 募集要項の公表、事業運営者公募開始

２０２２年６月１３～２４日　応募申込書【様式１】の開始・締切

２０２２年６月２２日　　　　現地説明会・質疑開始【様式３】

２０２２年６月２４日　　　　質疑締切

２０２２年７月１３日　　　　応募提案書【様式２・４・５】締切

２０２２年7月下旬　　　　　１次審査結果通知
２０２２年７月下旬～８月　　ヒアリング（上位３社程度）

２０２２年８月　　 　　　 　２次審査結果通知、施設運営管理協働事業者決定

ヒアリング日程や内容については、一次選考発表時にお知らせいたします。
（２）応募資格等
　　　・本公募に応募できるのは、地域の賑わい創出に理解や関心のある、株式会社や公益法人など法人格を持った団体とします。複数の団体によるグループでの応募も可能ですが、その場合は代表となる団体を協定書などで定めてください。ただし、応募者の要件を満たさない団体が含まれるグループの応募や、同一の団体が複数のグループに属して応募することはできないものとします。
　　　・応募者は、応募書類の提出をもって、本公募要項の記載内容を承諾したものとみなします。
　　　・応募書類については返却いたしません。
　　　・提出された書類の内容の変更又は書類の追加はできません。ただし、埼玉りそな銀行が認めた場合はこの限りではありません。
　　　・応募に関して必要となる費用は応募団体の負担とします。
　　　・埼玉りそな銀行が提示する書類等（平面図等）の著作権は埼玉りそな銀行及び設計者に帰属し、団体の提出する書類の著作権はそれぞれ作成した団体に帰属します。ただし、埼玉りそな銀行は、必要な場合には応募書類の内容を応募者の許可を得て使用することができることとします。
・本件の契約時には「反社会的勢力排除に関する覚書」を締結しますので、応募するグループとその構成員の代表者、役員（業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者をいう）、実質的に経営に関与していると認められる者が「反社会的勢力（暴力団等）」に該当する場合、何らの催告を要さずに、応募は無効とし、契約を解除することができることとします。
（３）選考基準
地域社会への貢献という基本理念への理解、本事業目的達成の蓋然性、本件に類似した実績の経験度、担当者の実績、運営主体の実現性、収支計画の収益性と信頼性、営業内容の魅力と地域貢献度、運営体制の確実性、などを評価し、事業計画の魅力と価格を総合評価して１次選考を行います。選考した３社程度に２次審査（ヒアリング）を実施し、最終決定いたします。
	評価項目
	評価の視点
	配点

	１．基本的考え方
	地域社会への貢献という基本理念や本施設の全体コンセプトに適合し、かつ魅力的な計画となっているか。（特に、「１．公募概要」や「２．施設のコンセプト・目指す姿」等をご確認ください）
	２０点

	２．実施する事業
	提案された事業によって、歴史的建造物の特徴を生かした創造性あふれる空間の活用が可能か。また、具体性はあるか。
	３０点


	
	提案された事業によって、エリア全体の産業の創出や育成に寄与することが可能か。また、具体性はあるか。
	

	
	提案された事業によって、地域の賑わい創出やエリア全体の魅力向上に寄与することが可能か。また、具体性はあるか。
	

	３．施設管理関係
	（空間構成）全体コンセプトを踏まえた空間構成であり、機能の配置やバランスは適切で現実的か。
	１０点

	
	（施設運営・管理）施設の運営・管理は本施設の機能を維持・向上させていくうえで適切で現実的か。事故防止、防犯、防災への配慮、効率的・効果的な運営への工夫がなされているか。
	１０点

	４．財務・経営実績

・組織体制関係
	（収支計画）収支バランスおよび各項目は適切かつ具体的か
	１０点

	
	（資力、信用力、経営状況、組織・体制）資力、信用力、経営状況は信頼できるか。
十分な経験と実績を有する責任者と十分な数の職員を確保しているか。職員の就労環境及び福利厚生に配慮した勤務体制・雇用形態となっているか。
	１０点

	
	（事業実績）本施設の運営に資する実績があるか。
	１０点

	総計
	
	１００点


（４）資料の提出先
　　　・資料の提出先は以下のとおりです。
・提出にあたっては、以下のメールアドレスに対してワード・PDF等のデータでご提出ください。
　　　事務局：株式会社松田平田設計
担当者：奥井、吉原　　　
　　　　メール：haruhiko_okui@mhs.co.jp
（５）その他
　　　・現地説明会への参加を希望される場合には、実施日である６月２２日の前日までにご相談ください。別日程を希望される場合には、別途ご相談ください。
　　　・応募提案に対する報酬はありません。
様式集
様式第１号
　　年　　月　　日
株式会社埼玉りそな銀行　殿
　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　　　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　会　社　名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名
応募申込書
「登録有形文化財（埼玉りそな銀行旧川越支店）利活用公募事業」に記された内容をすべて承知し、応募申込書を提出します。また、本申込書の提出に当たり、下記書類の内容については事実と相違ないことし、本応募申込書に添付のうえ提出いたします。
　　【添付書類】
　　　会社概要や業務内容等が分かる参考資料（会社案内、パンフレット等）
　　【担当者連絡先】
	所属部署・役職
	

	氏　名
	

	電話番号
	

	FAX番号
	

	E-mail
	


様式第２－１号
　　年　　月　　日
株式会社埼玉りそな銀行　殿
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　　　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　会　社　名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名
関連（類似）事業の実績表
	期　間
	名　称
	所在地
	内　容

	１
	
	
	
	

	２
	
	
	
	

	３
	
	
	
	

	４
	
	
	
	

	５
	
	
	
	

	
	
	
	
	


各事業の事業内容（名称、所在地、特徴、テナント構成、起業支援、収益性、地元貢献等）について、写真や説明文を用いて、Ａ４判１ページで簡単に実績を示してください。
（パンフレット等のコピーを添付することは可能。）
※実績内容は今回に類似する代表的な事業実績を５つ選定し、実績ご提出ください。
様式第２－２号
関連（類似）事業の実績表
	事業所名
	

	住所又は所在地
	

	主な特徴
	


様式第３号
　　年　　月　　日
株式会社埼玉りそな銀行　殿
質　問　書
「登録有形文化財（埼玉りそな銀行旧川越支店）利活用事業」に関する質問書を提出します。
	事業所名
	

	住所又は所在地
	

	所属部署・役職名
	

	担当者

	ふりがな
氏　名
	

	連絡先

	電　話
ﾌｧｯｸｽ
ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ
	


	質問１
	

	質問２
	

	質問３
	


　※質問項目が上記以上となる場合は、用紙を追加して下さい。
様式第４号
　　年　　月　　日
株式会社埼玉りそな銀行　殿
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　　　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　会　社　名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　印
企画提案書
「登録有形文化財（埼玉りそな銀行旧川越支店）利活用事業」に基づき、企画提案書を提出します。
　なお、施設運営管理協働事業者に選定された場合には、募集要項に定められた条件及び企画提案書の内容を誠実に実行することを誓約します。
　　【提出書類】
　　　・企画提案書（様式第４号）
　　　・提案資料本紙（Ａ４判３枚以内）
　　　・実績表（様式第２－１号、２－２号）
・決算書等直近３ヵ年の財務状況のわかるもの
・守秘義務に関する誓約書
　　【担当者連絡先】
	所属部署・役職
	

	氏　名
	

	電話番号
	

	FAX番号
	

	E-mail
	


　
【備考】
・提案資料のＡ４書式は自由とします。ただし文字は１０．５ポイント以上、参考写真や図版を加え分かりやすい内容でご提示ください。
様式第５号
年　　月　　日
株式会社埼玉りそな銀行  御中
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　　　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　会　社　名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　印
                            守秘義務に関する誓約書
は、「登録有形文化財（埼玉りそな銀行旧川越支店）利活用事業」において、貴社および貴社委託会社から提供された開示情報・配布資料（電子データ含む）につき、以下の守秘義務に関する誓約事項を厳守することを誓約致します。    
記
1． 標記に関する取得した情報（以下、「秘密情報」という）を第三者（業務に携わる必要と認められる弊社社員、従業員を除く）に開示致しません。
但し、以下の各号に該当する場合はこの限りではありません。
（１）弊社の本業務遂行のために、貴社より承諾を得たのち第三者に開示する場合
（２）本誓約前に既に公知となっている場合又は誓約後に貴社及び弊社の責によらずに公知となった場合
（３）開示を受ける前に既に自ら所有していた、又は正当な権限を有する第三者から入手していた場合
（４）公的機関に対して報告する法的義務のある情報及び公的機関により命じられた情報を開示する場合
2． 前項（１）により弊社が第三者に秘密情報を開示した場合、弊社は当該第三者に対し、本誓約と同等の秘密保持義務を課すものと致します。
３．守秘義務を厳守するために、貴社より配布された資料一切の保管を厳重に行うことを約束し、貴社より返却・消去を求められた資料は業務終了時に返却・消去致します。
４．本誓約の定めのない事項及び解釈に疑義が生じた事項については、誠意をもって協議に応じます。
以上
1

